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１．子どもが健やかに成長する社会のしくみづくり①

出生数の減少と合計特殊出生率の低下

平成19年以降、出生数が1万4千人台で推移している。
合計特殊出生率は、平成24年で1.36と国の平均より低い水準にある。
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１．子どもが健やかに成長する社会のしくみづくり②

希望する子どもの数と子どもを持つ条件

希望する子どもの数は男女とも２人が多いものの、合計特殊出生率は国平均が1.41となっ
ていることから、希望と現実の間に差が生じている状況にある。

出典：家族と地域における子育てに関する意識調査（内閣府）
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１．子どもが健やかに成長する社会のしくみづくり③

育児休業制度の着実な定着

女性の育児休業の取得率は、平成20年まで上昇しており、その後も75～85%程度で推移
している。男性の育児休業の取得率は2%まで上昇しているものの依然低い状況にある。
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１．子どもが健やかに成長する社会のしくみづくり④

Ｍ字カーブの底の上昇

結婚や出産を機に女性が仕事を一時辞める“Ｍ字カーブ”の底は年々上がってきている
が、さらなる上昇を目指し、就労と出産・育児が両立できる社会の実現が求められている。
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１．子どもが健やかに成長する社会のしくみづくり⑤

核家族で共働きをする世帯の増加

核家族で共働きをする世帯は年々上昇傾向にあり、平成17～22年に、子供を持つ世帯で
共働き世帯が、夫婦いずれかが就労する世帯を逆転している状況にある。

出典：国勢調査結果

67 65 64 
71 73 

26 
32 

37 
43 43 

93 
89 86 

80 

70 

24 
29 29 29 26 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

平成２年 平成７年 平成１２年 平成１７年 平成２２年

（千人）

核家族の夫婦の就労状態
共働き世帯

（子どもあり）

共働き世帯

（子どもなし）

夫婦いずれかが就労する世帯

（子どもあり）

夫婦いずれかが就労する世帯

（子どもなし）
子どもがいる
共働き世帯（７万３千人）が
夫婦いずれかが就労する
世帯（７万人）を逆転

5

１．子どもが健やかに成長する社会のしくみづくり⑥

子育てへの負担感

子育てについては、経済的な負担と同時に、「自分の自由な時間が持てない」などの心理
的な負担を感じる割合も大きい状況にある。

出典：家族と地域における子育てに関する意識調査（内閣府）

42.5 

34.7 

26.8 

24.4 

23.7 

17.6 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

自分の自由な時間が持てない

子育てで出費がかさむ

気持ちに余裕を持って

子ども接することができない

子育てによる身体の

疲れが大きい

子どもが言うことを

聞かない

仕事や家事が十分にできない

（％）
子育てへの負担感

衣類にかかる

費用

39.7%

食費

24.1%

おもちゃ・

本代

19.7%

医療費

32.5%

保育所や

幼稚園の

費用

80.7%

習い事に

かかる費用

24.3%

負担に思う子育て費用

6



１．子どもが健やかに成長する社会のしくみづくり⑦

就学前児童の養育状況 ～子育て支援サービスの利用ニーズ～

就学前児童の養育状況として、低年齢児を中心とした在宅児童が約４０％、認可・認可外
の保育所に通う児童が約３２％、幼稚園に通う児童が約２８％となっている。

出典：こども本部調べ（Ｈ２６．７月時点）
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１．子どもが健やかに成長する社会のしくみづくり⑧

高まる保育ニーズと待機児童ゼロの実現

人口増加に伴う就学前児童数の増加や共働き世帯の増加などを背景に、認可保育所の
利用ニーズは高まっており、待機児童ゼロに向けた取組を進めている状況にある。
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１．子どもが健やかに成長する社会のしくみづくり⑨

１歳児からの保育ニーズの高まりと定員の差

待機児童の１つの要因として、育児休業制度等の定着に伴い、１歳児からの保育所利用
ニーズが高く、利用申請者数と入所児童数に大きな差が生じている状況がある。

出典：こども本部調べ
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１．子どもが健やかに成長する社会のしくみづくり⑩

保育サービスの利用と負担の状況

保育所を利用する児童一人あたりの公費（川崎市）の負担額は月額約7万4千円となってお
り、保護者負担（保育料）は、約3万円で全体の２５．２％の負担となっている。

出典：こども本部調べ

＜児童一人あたりの平均月額保育所運営費の状況（平成26年度予算ベース）＞

川崎市が保育所を運営する経費 １２１，６０６円
国が定める運営費（国基準）

７３，３７０円 川崎市が児童の処遇向上のために
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 減分
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25.2%
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１．子どもが健やかに成長する社会のしくみづくり⑪

わくわくプラザの利用の意向

約７割がわくわくプラザの利用を希望しており、子どもの年齢が上がり小学生に近くなるほ
ど、利用の意向は高まっている状況がある。
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１．子どもが健やかに成長する社会のしくみづくり⑫

わくわくプラザの定期登録者数の推移

わくわくプラザの定期的な利用を希望する児童は、１年生から３年生までの低学年の児童
が多く、そのほとんどは保護者が就労している児童となっている。

出典：こども本部調べ
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１．子どもが健やかに成長する社会のしくみづくり⑬

子どもの医療費と受診率

医療費や受診率は、生まれてから就学前が最も高く、その後は下降し、２０歳代後半から
再び緩やかに上昇を続け、６０歳を過ぎると急速に上昇している。

出典：平成24年度医療給付実態調査（厚労省）
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１．子どもが健やかに成長する社会のしくみづくり⑭

小児医療助成費と対象者の推移

平成24年6月に所得制限の緩和（主たる生計者の所得６３０万円を限度額）を行い、平成24
年9月には通院医療費の対象年齢を小学校１年生まで拡大している。
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１．子どもが健やかに成長する社会のしくみづくり⑮

児童虐待相談・通告件数の増加

児童虐待相談・通告件数は年々上昇しており、１０年で約４倍に増えている。種別では心理
的な虐待が最も多く、ネグレクト・身体的な虐待となっており、子どもの命を守るためには相
談・支援体制の強化・充実が求められる。

出典：こども本部調べ
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平成15年から25年までの
１０年間で約1,200件（４倍）の増加
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１．子どもが健やかに成長する社会のしくみづくり⑯

相談通告の経路と虐待者

児童虐待の相談・通告件数は、警察等からが最も多く、次いで近隣・知人と続いている。

また、虐待を行う者としては、実母が最も多い状況にある。

虐待者 40件

子ども本人 15件

その他家族

82件

親戚 15件近隣・知人

380

保健福祉センター

119件

児童委員 7件

医療機関 47件

保育園等 27件

学校等 110件

警察等
629

その他 105件

相談・通告経路別件数（Ｈ25）

実父

651件

実父以外の父

63件

実母

833件

実母以外の母

7件

その他 22件

虐待者別の件数

出典：こども本部調べ
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１．子どもが健やかに成長する社会のしくみづくり⑰

障害児の相談・診察・訓練等の状況

地域療育センターにおける障害児の相談件数は上昇傾向にあり、機能訓練等に通所する
件数も上昇傾向にある。また、診断結果では精神遅滞が最も多い状況にある。

出典：川崎市子ども統計・こども本部調べ

4,931 5,781 5,685 6,691 
3,653 4,812 

11,711 10,796 

18,401 
20,396 

25,775 
24,001 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000
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地域療育センターの相談件数等の推移

相談件数 診察件数 機能訓練・検査

348 
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1,664 

785 

3 

2,815 

21 

3,449 

1,713 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

（人） 受診児の診断状況（Ｈ24）
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１．子どもが健やかに成長する社会のしくみづくり

～子どもたちが地域社会の中で健やかに成長していくために～

家庭で
できること

地域で
できること

行政がや
るべきこと
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２．夢や希望を抱いて生きがいのある人生を送るための礎を築く①

産業界から求められる人材像

産業界からは「主体性」や「コミュニケーション能力」等を備えた人材が求められている。

出典：産業界の求める人材像と大学教育への期待に関するアンケート（2011年1月(社)日本経済団体連合会）

特に重視されるのは、主体性、コミュニケー
ション能力、実行力、チームワーク・協調性

技術系・理科系では「専門分野の知識」や「専門
分野に関する他領域の基礎知識」を身につけるこ
とへの期待が高い。
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２．夢や希望を抱いて生きがいのある人生を送るための礎を築く②

ＯＥＣＤ 国際成人力調査の結果（PIAAC：ピアック）

成人の「読解力」「数的思考力」は第１位

ＩＴ能力は、パソコンを使用した調査を受けた者の得点は第１位

出典：文部科学省・国立教育政策研究所

【国際成人力調査とは？】
経済のグローバル化や知識基盤社会への移行に伴い、OECDに加盟する先進国では、 雇用を確保し経済成長を促すた

め、国民のスキルを高める必要があるとの認識が広まっています。このような中、OECDでは、各国の成人のスキルの

状況を把握し、各国の政策に資する知見を得ることを目的として、初めて本調査を実施しました。

OECD加盟国等24か国・地域（日、米、英、仏、独、韓、豪、加、フィンランド等 ）が参加し、16歳～65歳ま

での男女個人を対象として、「読解力」「数的思考力」「ITを活用した問題解決能力」及び調査対象者の背景（年

齢、性別、学歴、職歴など）について調査しました。

※ＩＴを活用した問題解決能力について
パソコンを使用したコンピュータ調査でのみ
測定され、紙での調査を受けた者については測
定されない。
このため、ＰＩＡＡＣでは、コンピュータ調
査を受けなかった者も母数に含めたレベル２・
３の者の割合で、各国のＩＴを活用した問題解
決能力の状況を分析している。（習熟度レベル
１未満～レベル３まで４段階で設定）
我が国は、コンピュータ調査ではなく紙での
調査を受けた者の割合が36.8%とOECD平均の
24.4%を大きく上回っていることから、コン
ピュータ調査を受けなかった者も母数に含めた
レベル２・３の者の割合で見ると、OECD平均
並みとなる。
ＩＴを活用した問題解決能力の得点は、ＰＩ
ＡＣＣのデータを元にコンピュータ調査回答者
を母数として国立教育政策研究所が算出

読解力 数的思考力
ＩＴを活用した
問題解決能力

平均得点 平均得点 ※平均得点

ＯＥＣＤ平均‥273 ＯＥＣＤ平均‥269 ＯＥＣＤ平均‥283

①日本‥296 ①日本‥288 ①日本‥294

②ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ‥288 ②ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ‥282 ②ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ‥289

③ｵﾗﾝﾀﾞ‥284 ③ﾍﾞﾙｷﾞｰﾞ‥280 ③ｵｰｽﾄﾗﾘｱ‥289

④ｵｰｽﾄﾗﾘｱ‥280 ④ｵﾗﾝﾀﾞ‥280 ④ｽｳｪｰﾃﾞﾝ‥288

⑤ｽｳｪｰﾃﾞﾝ‥279 ⑤ｽｳｪｰﾃﾞﾝ‥279 ⑤ﾉﾙｳｪｰ‥286
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２．夢や希望を抱いて生きがいのある人生を送るための礎を築く③

「ＰＩＳＡ(ﾋﾟｻﾞ)調査」の概要

２０１２年に実施された最新調査では、学力の回復傾向が見られ、いずれの結果（「数学的
リテラシー」「読解力」「科学的リテラシー」）も参加国の中で、上位となった。

出典：文部科学省、国立教育政策研究所
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○朝食を毎日食べている。

○自分にはよいところがあると思う。

○学校の授業以外に平日２時間以上勉強している。

○学校の授業以外に平日３０分以下しか勉強していない。

○家の人（兄弟姉妹以外）と学校の出来事について話をする。

生活習慣や学習状況

小学校（川崎市）

小学校（全国）

中学校（川崎市）

中学校（全国）

２．夢や希望を抱いて生きがいのある人生を送るための礎を築く④

平成２６年度全国学力・学習状況調査の結果（都道府県別正答率等）

川崎市の子どもの学力は、基礎(A)・応用(B)とも、全国・神奈川県を上回っている。

出典：平成26年度全国学力・学習状況調査

※川崎市の順位(白抜
き数字)については、本
市と同水準の都道府
県の順位を示してい
る。

1 秋田県 77.4 % 1 秋田県 67.3 % 1 秋田県 85.1 % 1 秋田県 66.2 % 1 秋田県 84.4 % 1 福井県 55.9 % 1 福井県 74.3 % 1 福井県 66.9 %

2 鳥取県 77.0 % 2 石川県 62.7 % 2 福井県 83.1 % 2 福井県 64.1 % 2 福井県 83.0 % 2 秋田県 55.8 % 2 秋田県 73.0 % 2 秋田県 65.5 %

3 茨城県 76.9 % 3 福井県 61.8 % 3 石川県 82.5 % 3 石川県 63.6 % 3 富山県 82.3 % 3 富山県 55.1 % 3 富山県 71.1 % 3 静岡県 63.7 %

4 青森県 76.6 % 4 青森県 60.5 % 4 青森県 81.3 % 4 富山県 62.0 % 4 石川県 81.9 % 4 群馬県 54.2 % 4 石川県 70.9 % 4 富山県 63.6 %

5 広島県 75.9 % 5 富山県 59.5 % 5 富山県 81.0 % 5 東京都 61.2 % 5 群馬県 81.1 % 5 石川県 53.7 % 5 静岡県 70.9 % 5 石川県 63.4 %

25 川崎市 73.2 % 12 川崎市 57.6 % 17 川崎市 79.1 % 6 川崎市 60.9 % 10 川崎市 80.6 % 8 川崎市 52.6 % 18 川崎市 67.9 % 12 川崎市 61.5 %

39 神奈川県 71.3 % 29 神奈川県 54.6 % 39 神奈川県 76.9 % 15 神奈川県 58.6 % 32 神奈川県 79.2 % 20 神奈川県 51.5 % 26 神奈川県 67.0 % 14 神奈川県 60.8 %

43 岐阜県 70.2 % 43 北海道 52.9 % 43 島根県 76.3 % 43 徳島県 55.8 % 43 滋賀県 77.9 % 43 岡山県 48.1 % 43 福島県 64.7 % 43 佐賀県 56.5 %

44 山梨県 70.1 % 44 滋賀県 52.7 % 44 三重県 76.2 % 44 和歌山県 55.7 % 44 和歌山県 77.4 % 44 高知県 47.7 % 44 岩手県 64.1 % 44 滋賀県 56.3 %

45 徳島県 70.1 % 45 大阪府 52.6 % 45 北海道 75.8 % 45 滋賀県 55.3 % 45 高知県 77.2 % 45 和歌山県 47.5 % 45 佐賀県 64.0 % 45 岡山県 55.9 %

46 三重県 69.6 % 46 三重県 52.5 % 46 愛知県 75.8 % 46 鹿児島県 55.3 % 46 大阪府 77.0 % 46 大阪府 47.2 % 46 高知県 62.7 % 46 高知県 53.6 %

47 和歌山県 69.4 % 47 愛知県 52.4 % 47 滋賀県 75.6 % 47 北海道 55.2 % 47 沖縄県 74.4 % 47 沖縄県 45.6 % 47 沖縄県 58.2 % 47 沖縄県 50.3 %

小学校 中学校

国語Ａ 国語Ｂ 算数Ａ 算数Ｂ 国語Ａ 国語Ｂ 数学Ａ 数学Ｂ
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２．夢や希望を抱いて生きがいのある人生を送るための礎を築く⑤

「自尊心」の国際比較

一般的に日本の青少年は「自尊心」が低いと言われている。

0

2

4

6

8

10

12

14

日本 韓国 アメリカ スウェーデン ドイツ

(％)
「自分に誇れるものはない、わからない・無回答」と回答した青少年の割合

（１８歳～２４歳の男女）

出典：
「第7回世界青年意識調査結果」
（平成１６（２００４）年１月
内閣府政策統括官

（総合企画調整担当付
青少年育成第１担当））
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２．夢や希望を抱いて生きがいのある人生を送るための礎を築く⑥

本市の「自尊意識」「将来の夢、目標」を持つ子どもの割合の推移

全国と比較して「自尊意識」や「夢や目標」を持つ子どもの割合が低かったが、小学校６年
生では「自尊意識」が全国を上回るなど、近年その差は縮まってきている。

「自尊意識」の推移

■「自分にはよいところがあると思う、どちらかといえばあると思う」と回答した児童生徒の割合
（小学校6年生） （中学校3年生）

出展：平成26年度全国学力・学習状況調査

「将来に関する意識」の推移
■「将来の夢や目標を持っている、どちらかといえば持っている」と回答した児童生徒の割合

（小学校6年生） （中学校3年生）

65.0

70.0

75.0

80.0

H21 H26

川崎市

全国

52.0

57.0

62.0

67.0

72.0

H21 H26

川崎市

全国

80.0

82.0

84.0

86.0

88.0

H21 H26

川崎市

全国

66.0

68.0

70.0

72.0

H21 H26

川崎市

全国
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授業が「わかる」児童の割合(小学校)

わかる
どちらかとい
えば、わかる

どちらかとい
えば、わから
ない

わからない 無回答

H24 54.6 36.3 6.8 1.7 0.6
H25 57.2 35.1 5.8 1.5 0.4
H26 55.3 35.8 6.0 1.4 1.5

H24 44.8 37.9 13.5 3.1 0.7
H25 47.9 36.4 12.2 2.9 0.5

H26 46.5 36.9 12.1 2.7 1.9

H24 53.0 31.5 10.6 4.2 0.8
H25 55.2 30.1 10.4 3.8 0.5
H26 55.3 29.8 9.7 3.2 1.9

H24 63.6 29.0 5.3 1.4 0.7
H25 67.1 26.9 4.5 1.1 0.4
H26 67.1 26.5 4.1 0.9 1.4

理科

国語

社会

算数

２．夢や希望を抱いて生きがいのある人生を送るための礎を築く⑦

平成２６年度市学習状況調査の結果（「授業が分かる」子どもの割合）

本市の小学校児童の理解度は、ほぼ横ばいの傾向にあり、「わかる」と感じる児童をさらに
増やしていく必要がある。

出典：川崎市総合教育センター
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２．夢や希望を抱いて生きがいのある人生を送るための礎を築く⑧

平成２６年度市学習状況調査の結果（「授業が分かる」子どもの割合）

学習内容が難しくなる中学校では、小学校より「わかる」と感じる生徒の割合はどの教科に
おいても低い。

出典：川崎市総合教育センター

授業が「わかる」生徒の割合(中学校)

わかる
どちらかとい
えば、わかる

どちらかとい
えば、わから
ない

わからない 無回答

H23 31.4 50.4 13.6 4.3 0.3
H24 30.4 51.5 13.8 4.0 0.4
H25 32.0 49.4 13.8 4.5 0.3

H23 29.7 43.3 19.8 7.0 0.3
H24 29.1 43.3 19.7 7.5 0.4
H25 27.0 42.9 20.8 9.0 0.3

H23 28.0 38.9 21.4 11.3 0.3
H24 31.2 38.0 20.0 10.4 0.4
H25 30.6 40.2 18.2 10.7 0.4

H23 22.8 43.4 24.3 9.2 0.4
H24 23.1 43.3 23.7 9.4 0.4
H25 24.9 44.0 22.2 8.6 0.4

H23 27.4 37.3 21.9 13.1 0.3
H24 27.5 38.6 21.6 11.8 0.5
H25 29.3 39.2 19.9 11.4 0.3

国語

社会

数学

英語

理科
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２．夢や希望を抱いて生きがいのある人生を送るための礎を築く⑨

本市の「新体力テスト」結果の全国との比較

全体的に体力が低く、小学生は特に「持久力」が低く「柔軟性」は比較的高い。

中学生は全国と比べて全般的に劣っている。

全国平均を１００％とした場合
の本市の子どもの体力

出典：Ｈ２５新体力テスト（文部科学省）

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%
握力（ｋｇ）

50ｍ走（秒）

立ち幅跳び（ｍ）長座体前屈（ｃｍ）

20mシャトルラン（回）；小／持久走
（秒）；中

小６男子

小６女子

中３男子

中３女子
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２．夢や希望を抱いて生きがいのある人生を送るための礎を築く⑩

学校種別の学習費総額、構成比、公私比較

すべて公立学校へ通学した場合（ケース２）でも、高校まで１５年間で５００万円以上の学習
費（授業料・通学費・学用品費・学習塾・習い事の費用等の合計）がかかる。

出典：文部科学省「平成24年度子どもの学習費調査」

幼稚園 小学校 中学校 高等学校

ケース１
（すべて公立）

5,035,479
(公→公→公→公)

ケース２
（幼稚園だけ私立）

5,807,460
(私→公→公→公)

ケース３
（高等学校だけ私立）

6,776,610
(公→公→公→私)

ケース４
（幼稚園及び高等学校が

私立）

7,548,231
(私→公→公→私)

ケース５
（小学校だけ公立）

10,083,039
(私→公→私→私)

ケース６
（すべて私立）

16,782,339
(私→私→私→私)

区分
学習費総額

合計

690,300
(公立)

1,462,281
(私立)

1,834,842
(公立)

8,534,142
(私立)

1,351,020
(公立)

3,885,468
(私立)

1,159,317
(公立)

2,900,448
(私立)

(円)
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２．夢や希望を抱いて生きがいのある人生を送るための礎を築く⑪

小中学校における就学援助認定者数の推移

就学援助認定者は年々増加し、小学校では４０人クラスに、約２．７６人、中学校では
約３．８８人が対象となっている。（就学援助：生活保護基準以下の収入の世帯には、学用
品費や学校給食費、修学旅行費などが支給される。）

出典：川崎市教育委員会

■就学援助者認定数（小学校）

3,843 3,874 3,841 3,849 

4,112 

4,257 

4,452 
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4,808 
4,894 
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■就学援助者認定数（中学校）
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２．夢や希望を抱いて生きがいのある人生を送るための礎を築く⑫

「国際教員指導環境調査（ＴＡＬＩＳ［タリス］）」の結果概要

平成２５年に実施された第２回調査に日本は初めて参加した。（ＯＥＣＤ加盟３４か国等）

日本の中学校教員の勤務時間は他の参加国よりも特に長く、人材の不足感も大きい。

生徒の主体的な学びを引き出すことに対する自信が低く、ＩＣＴ活用の割合も低い。

出典：文部科学省ＨＰ
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２．夢や希望を抱いて生きがいのある人生を送るための礎を築く⑬

学齢人口及び高齢人口の将来推計

高齢人口は（６５歳以上の人口）は増加の一途である。

一方で、学齢人口と近似値である５歳から１４歳の人口は平成３２(2020)年をピークとし
て減少に転じることが予想されており、当面の児童生徒増加対策（新設・改築・増築）と
ともに、将来を見据えて校舎のコンパクト化のあり方等の検討が必要である。

出典：「新たな総合計画の策
定に向けた将来人口推
計について」（Ｈ２６．８：
川崎市総合企画局）

６５歳以上
の人口

５～１４歳
の人口

H22 H27 H32 H37 H42 H47 H52 H57 H62 H67

65歳以上 239,600 293,100 322,900 340,500 368,600 408,700 454,000 482,800 498,400 494,800

5-14歳 120,100 125,300 127,300 119,400 108,400 99,800 95,000 95,200 95,200 91,800

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

(人)

学齢人口と老齢人口の将来推計
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２．夢や希望を抱いて生きがいのある人生を送るための礎を築く⑭

校舎等の老朽化

７割以上の校舎が築２０年以上であり、現状では、平均４５年程度で建替え（改築）してい
るため、今後、建替えの必要がある校舎が多数生じる見込みとなっている。

出典：川崎市教育委員会

■建築年次別学校状況（公立学校施設台帳（平成24年5月1日現在）データによる）
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２．夢や希望を抱いて生きがいのある人生を送るための礎を築く⑮

建替えにかかる多額の費用

今後、これまでの手法で、老朽化した多くの校舎を建て替えていくと、大幅な財源不足が
生じる。（これまでは平均築４５年で建替え）

■何の対策もしない場合の将来費用
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出典：川崎市教育委員会

20年間平均193億円

H21～25平均工事費126億円
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２．夢や希望を抱いて生きがいのある人生を送るための礎を築く⑯

校舎等の計画的な修繕による「長寿命化」

計画的に校舎等の修繕を実施することで、長く使うことができる。

出典：川崎市教育委員会

■長期保全のイメージ

築１～20年

50 100908070

25億

20億
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10 20 60 （築年数）
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4030
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7億 設備予防

保全

4.5億
予防保全①

4.5億

改築
23億

予防保全①

4億

以後、同サイクルで

アセットマネジメント

を実施

項目 整備メニュー 

校舎予防保全
① 

防水・外壁改修・内装補修・電気設備改修・エレベ
ータ改修等 

校舎予防保全
② 

防水・外壁改修・トイレ改修・電気設備改修・エレ
ベータ改修・内装改修・断熱化等 

校舎設備予防
保全 

給排水衛生設備改修・空調設備改修・受変電設備改
修・給食室改修・プール更新等 

８０年間建物を使用する
場合の計画的な修繕計画
のイメージ

※アセットマネジメント
：資産の総合的管理

※
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２．夢や希望を抱いて生きがいのある人生を送るための礎を築く⑰

「長寿命化」と併せて行う校舎の「再生整備」

計画的な修繕と併せて「再生整備」を実施することで、快適な教育環境を実現

出典：川崎市教育委員会
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２．夢や希望を抱いて生きがいのある人生を送るための礎を築く⑱

「長寿命化」「再生整備」により、効果的・効率的に教育環境を整備

「長寿命化」「再生整備」により、全体の教育環境を改善しつつ費用を低減

出典：川崎市教育委員会

■校舎を長寿命化した場合の将来費用
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２．夢や希望を抱いて生きがいのある人生を送るための礎を築く⑲

新たな取組の例‥「地域の寺子屋」の開講

子どもが確かな学力を身につけ、豊かに育っていくために、シニアを中心とした地域の力
が求められている。

～「地域の寺子屋」のねらい～
●子どもたちに、さまざまな学習機会を提供すること
により、学力向上や豊かな人間性の形成を図る。
●地域ぐるみで子どもの教育、学習をサポートする仕
組みづくりにより、地域の教育力向上を図る。
●シニア世代をはじめとする地域人材の知識と経験を
活かして、多世代で学ぶ生涯学習の拠点をつくる。

■週１回の学習支援の様子 ■月１回の体験学習（お父さんと一緒に昔遊び）
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２．夢や希望を抱いて生きがいのある人生を送るための礎を築く

～子どもたちが将来、社会の中で生きていくために～

家庭で
できること

地域で
できること

学校・行政
がやるべ
きこと
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３．若者が社会的に自立し、幸せに生きていくために①

若い世代の人口の減少

平成11年以降、40歳代は一貫して増加傾向にあるが、20～34歳は減少傾向にあり、平成
22年には、それまで増加傾向にあった35～39歳も減少に転じている。
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（人） 20～４０歳代の人口の推移

出典：川崎市町丁別年齢別人口、川崎市の人口動態
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転入者 転出者

【２０～２４歳】
転入 1万４,９７１人 転出 ９,６４５人 社会増 約５,３００人
【２５～２９歳】
転入 ２万２,７５４人 転出１万９,４３１人 社会増 約３,３００人
【３０～３４歳】
転入 １万７,６６２人 転出１万６,８１７人 社会増 約８４５人
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３．若者が社会的に自立し、幸せに生きていくために②

高校・大学の卒業者の状況

高校卒業者の約５割は、大学等へ進学、大学卒業者の約６割は就職をしている。

高校卒業者の４．９％、大学卒業者の１３．６％が進学も就職もしていない。

出典：学校基本調査（文部科学省）平成25年3月
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３．若者が社会的に自立し、幸せに生きていくために③

生涯未婚率の上昇

１９７０年台までは、２%前後であった生涯未婚率は、急上昇しており、男性は２０%を超えて
いる。

出典：総務省統計局『国勢調査報告』により算出。SMAM (Singulate mean age at marriage)は，人口静態統計の年齢別未婚率
から計算する平均結婚年齢であり，次式により計算する。SMAM=(ΣCx-50・S)/(1-S)。ただし，Cxは年齢別未婚率，Sは生涯未婚
率。生涯未婚率は，45～49歳と50～54歳未婚率の平均値であり，50歳時の未婚率。

20' 25' 30' 35' 40' 50' 55' 60' 65' 70' 75' 80' 85' 90' 95' 00' 05' 10'

生涯未婚率（％）男 2.17 1.72 1.68 1.65 1.74 1.45 1.18 1.26 1.50 1.70 2.12 2.60 3.89 5.57 8.99 12.57 15.96 20.14

生涯未婚率（％）女 1.80 1.61 1.48 1.44 1.46 1.35 1.47 1.88 2.53 3.34 4.32 4.45 4.32 4.33 5.10 5.82 7.25 10.61
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２０１２年男性
20.14％
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10.61％
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３．若者が社会的に自立し、幸せに生きていくために④

若い男女の結婚への意識

若い世代が結婚しない理由としては、男性では「経済的に余裕がないから」が、女性では
「独身の自由さや気楽さを失いたくないから」が最も高くなっている。

出典：家族と地域における子育てに関する意識調査（内閣府）
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３．若者が社会的に自立し、幸せに生きていくために⑤

若年層の非正規雇用率

非正規雇用率は、平成21(2009)年から緩やかな上昇傾向が続いている。
女性の非正規雇用率は、男性と比べ、相当高い水準にある。

出典：平成26年度版子ども・若者白書（内閣府）

＜非正規雇用率の推移＞
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（15～24歳）
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３．若者が社会的に自立し、幸せに生きていくために⑥

若年層のフリーターの状況

フリーターは２０１３年平均で１８２万人となり、前年に比べ２万人の増加となっている。

男女別では、男性が８４万人と２万人の増加、女性は９８万人と前年同数となっている。

出典：平成25年労働力調査（総務省）

＜フリーター数の推移＞

注：このグラフにおける「フリーター」は、「若年層のパート・アルバ
イト及びその希望者」としている。
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３．若者が社会的に自立し、幸せに生きていくために⑦

若年無業者（ニート）の状況

若年無業者は２０１３年平均で６０万人となり、前年に比べ３万人の減少となっている。

就業を希望しない理由としては、病気・けがのためが最も多くなっている。

注：このグラフにおける「若年無業者」
は、１５～３４歳の無業者で「家事も通
学もしていない者」としている。

出典：平成24年就業構造基本調査（総務省）

＜若年無業者数の推移＞

＜若年無業者が就業を希望しない理由＞
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３．若者が社会的に自立し、幸せに生きていくために⑧

ひきこもりの状況

広い意味での「ひきこもり」は、６９．６万人と推計されている。

ひきこもりになったきっかけは、仕事や就職に関するものが多くなっている。

出典：平成26年度版子ども・若者白書（内閣府）

＜ひきこもりの定義と推計数＞
＜ひきこもりになったきっかけ＞

注：このグラフにおける「ひきこもり」は、内閣府の「若者の意識に
関する調査（ひきこもりに関する実態調査）」の結果に、総務省「人
口推計」を乗じたものとしている。
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３．若者が社会的に自立し、幸せに生きていくために⑨

子ども・若者の育成支援の推進

ニート、ひきこもり、発達障害など支援が必要な子ども・若者や家庭が増加しており、平成
22年から施行された「子ども・若者育成支援推進法」の着実な推進が求められている。

出典：内閣府ＨＰ
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３．若者が社会的に自立し、幸せに生きていくために⑩

本市における子ども・若者の育成支援

本市でも、児童虐待や発達障害、不登校やひきこもりなど支援が必要な子ども・若者や家
庭への相談や学習・就業支援、就労支援などを進めている。

出典：こども本部調べ
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３．若者が社会的に自立し、幸せに生きていくために

～若者が社会的に自立し、幸せに生きていくために～

家庭で
できること

地域で
できること

行政がや
るべきこと
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